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○君津市総合建設審議会条例 

昭和４６年６月１０日 

条例第７１号 

（設置） 

第１条 本市に、君津市総合建設審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市の総合建設計画の策定及びその実施に関し審

議し、必要な調査を行う。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１８人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 市議会議員 ６人以内 

(2) 教育委員会の委員 １人 

(3) 農業委員会の委員 ２人以内 

(4) 公共的な団体を代表する者 ６人以内 

(5) 知識経験を有する者 ３人以内 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、その職にあるため委員となった

者は、その在職期間とする。 

４ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は非常勤とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長１人、副会長２人を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、委員のうちから会長が任命する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 会長、副会長ともに事故あるときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、必要に応じ会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上の委員が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は市長の定める機関において処理する。 

（市長への委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４６年９月１日条例第７４号） 

この条例は、昭和４６年９月１日から施行する。 

附 則（昭和５６年４月１日条例第４号） 

この条例は、昭和５６年１１月１日から施行する。 



  

 

君津市総合計画（後期基本計画）骨子（案）について 
 

１ 趣旨 

君津市総合計画の前期基本計画が、令和８年度をもって計画期間の満了を迎えること 

から、令和９年度から令和１２年度までの４年間を計画期間とする後期基本計画の策定 

を進めている。 

このたび、後期基本計画の策定に向けた骨子案を取りまとめたことから、その概要及

び今後のスケジュールについて報告するものである。 

 

２ 後期基本計画 骨子（案） 

  別紙「君津市総合計画（後期基本計画）骨子（案）」のとおり 

 

                                         

３ 今後の主なスケジュール（予定） 

令和８年７月     まち・ひと・しごと創生有識者会議    

令和８年７月～１０月 分野別施策、重点戦略、成果指標等の検討   

令和８年１１月    素案の取りまとめ、議会への報告 

総合建設審議会、まち・ひと・しごと創生有識者会議 

令和８年１２月      パブリックコメント、まちづくりタウンミーティング 

令和９年 ２月     最終案の取りまとめ、議会への報告 

                     総合建設審議会、まち・ひと・しごと創生有識者会議 

令和９年 ３月     後期基本計画の策定 
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柱３ 安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまち（子育て、教育、文化）
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１．総論
（１）策定の趣旨及び計画の位置づけ
（２）計画の期間・計画の見直し
（３）策定の進め方

２．基本目標

３．事前に備えるべき目標

４．リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）

５．脆弱性の分析・評価と対応

６．リスクシナリオと基本計画における施策の対応

資料編

１．基本構想

２．後期基本計画の策定過程

３．市民意向

４．君津市基本構想を議会の議決事件として定める条例

５．君津市総合建設審議会条例

６．君津市総合建設審議会委員名簿

７．指標一覧表

８．用語集

目 次

1
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１．後期基本計画の概要

２．後期基本計画の前提となる現状認識
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（１）策定の趣旨

本市のまちづくりにおける最上位計画である君津市総合計画の前期基本計画が令和８年度をもって
計画期間満了となることから、これまでの取組の成果や課題、社会情勢の変化等を踏まえ、令和９年
度から令和１２年度までを計画期間とする後期基本計画を策定する。

（２）総合計画の構成と期間

総合計画は「基本構想」「基本計画」及び「実施計画」により構成する。
＜基本構想＞

本市の将来都市像やまちづくりの基本的な方向性を示すもの
【計画期間】 令和４（２０２２） ～令和１２（２０３０）年度
【将来都市像】 ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ
【行動姿勢】 むすぶ ～多様な“むすび”により君津の未来を創る～
【人口フレーム】令和１２（２０３０）年の人口フレーム ▶ ７７，０００人

＜基本計画＞ ※今回は、赤枠部分を策定
基本構想の実現に向け、施策の方向性や主な取組を体系的に示すもの

【計画期間】前期（５年間） 令和４（２０２２）～ 令和８（２０２６）年度

後期（４年間） 令和９（２０２７）～令和１２（２０３０）年度
＜実施計画＞

予算編成及び行政評価と連動した事業計画
【計画期間】 単年ごと

（３）策定にあたっての基本的な考え方

（１）時代の潮流

①人口減少・少子高齢化の進行
全国的に人口減少・少子高齢化が進行しており、本市においても総人口及び生産年齢人口の減少が見

込まれる。これにより、地域経済、地域活動、公共交通、医療・福祉、財政運営など、幅広い分野への
影響が懸念される。

②社会保障と生活支援の重要性の高まり
高齢化の進行や世帯構成の変化に伴い、子育て支援、高齢者福祉、障がい福祉、生活困窮対策、地域

医療、移動支援など、住民の暮らしを支える施策の重要性が高まっている。

③物価高・人件費上昇など財政運営を取り巻く環境の変化
物価や人件費の上昇により、公共サービスの提供や公共施設・インフラの維持管理に要する経費が増

加している。
また、金利上昇等の影響も踏まえ、これまで以上に計画的かつ持続可能な財政運営が求められる。

④インフラの老朽化と防災・減災への対応
道路、橋梁、上下水道、公共施設などの老朽化が進む中、更新や長寿命化、再編に係る負担が大きな

課題となっている。また、豪雨や地震などの自然災害が激甚化・頻発化していることから、計画的なイ
ンフラマネジメントを進めるとともに、防災・減災対策の強化により、災害に強い地域づくりを推進す
る必要がある。

⑤ ＧＸ・ＤＸ等による産業構造の変化
脱炭素化、デジタル化、ＡＩの進展、経済安全保障の重要性の高まりなどにより、産業構造や企業の

投資動向が大きく変化している。こうした変化を成長の機会として捉え、既存産業の競争力強化や新た
な産業の創出につなげる必要がある。

① 第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略 及び 次期国土強靱化地域計画 の一体的な策定
人口減少対策や地域経済の活性化など、本市の構造的課題に対して分野横断的に重点化して取り組む

施策群を「重点戦略」として整理し、第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略として位置付ける。
重点戦略の具体化にあたっては、国の地域未来戦略等との整合を図り、本市の産業集積や地域資源を

生かした産業の成長、民間投資の促進、地域経済への波及及び雇用の創出につなげる。
また、次期国土強靱化地域計画については、防災・減災に関する全施策共通の基本的指針として位置

付け、後期基本計画と一体的に策定する。これにより、防災分野に限らず、都市基盤、福祉、産業、教
育など幅広い分野において、平時から災害に強いまちづくりを進める視点を反映するとともに、進行管
理の効率化及び計画の実効性向上を図る。

② デジタル・ＡＩの積極的な活用
デジタル・ＡＩの活用を全施策に共通する視点として位置付ける。行政内部の業務効率化にとどまら

ず、公共交通、防災、福祉、教育、産業、地域コミュニティなど各分野における課題解決や市民サービ
スの向上につなげる。

また、市内事業者等におけるデジタル化・ＡＩ活用を促進し、市域全体の生産性向上や新たな価値の
創出につなげる。

（４）進行管理

後期基本計画では、重点戦略ごとに、最終的に目指す成果を示す「重要目標達成指標（ＫＧＩ）」
と、その達成に向けた取組の進捗状況を測る「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を設定する。

ＫＧＩ・ＫＰＩは、後期基本計画の成果指標、予算編成及び行政評価と連動させ、一体的な進行管
理を行うとともに、評価結果を施策の改善や事業の見直しに反映する。

（５）ＳＤＧｓの推進

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、平成27（2015）年の
国連サミットで採択された、令和12（2030）年を目標年次と
する国際目標であり、「誰一人取り残さない」持続可能な社
会の実現を目指すものである。後期基本計画では、前期基本
計画に引き続き、ＳＤＧｓの17のゴールに対応して施策を推
進し、ＳＤＧｓの目標達成に貢献する。

令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和１０令和１１令和１２

（2022）（2023）（2024）（2025）（2026）（2027）（2028）（2029）（2030）

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（４年間）

基本構想

基本計画

実施計画

基本構想（９年間）

まち・ひと・しごと創生総合戦略
国土強靭化地域計画



２．後期基本計画の前提となる現状認識
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（３）人口及び財政の将来見通し（２）今後のまちづくりに求められる方向性

基礎調査により把握した本市の現状や課題を踏まえ、今後のまちづくりに求められる方向性を整理する。

①人口減少と若年層流出への対応
人口減少は全国的な潮流であり、本市においても今後のまちづくりの前提となることから、人口減少

の抑制と人口減少社会への適応の両面から取り組む必要がある。特に、本市では若年層が他の年代と比
べて転出意向がやや高い状況にあることから、進学、就職、結婚、出産・子育て等のライフステージご
との定住意向や転出入の動向を注視しながら、若年層の定住促進を図り、地域の活力を維持していくこ
とが求められる。

②地域経済の活性化と多様な働く場の創出
本市は、製造業を中心とする産業基盤を有する一方、多様な働く場の確保、地域内経済循環の強化が

課題となっている。
今後は、本市臨海部に集積する鉄鋼業を中心とした素材産業や関連産業の競争力強化を図るとともに、

ＧＸ・ＤＸ等を契機とした設備投資や新たな産業立地を促進する必要がある。
また、観光、農林業、スポーツ・交流などの地域資源や民間活力を生かし、環境との調和を図りなが

ら、地域経済の活性化と多様な働く場の創出につなげていく必要がある。

③交通利便性の向上と生活基盤の確保
通勤、通学、買い物、通院などの日常生活を支える移動手段の確保は、市民生活に直結する重要な課

題である。特に、久留里線の一部区間廃止への対応や、コミュニティバス、デマンド交通、タクシー等
を含めた地域公共交通体系の再構築が求められる。

④防災力の確保と安全・安心な生活環境
自然災害の激甚化・頻発化を踏まえ、インフラの維持管理、安全な避難環境の確保、要配慮者支援、

地域防災力の強化など、防災・減災の取組を全庁的に進める必要がある。
また、高齢単身世帯や住宅確保要配慮者の増加を見据え、福祉と住宅の連携による住まいの確保など、
誰もが安心して暮らせる生活環境の充実が求められる。

⑤地域コミュニティの担い手不足
担い手の減少や高齢化により、自治会活動や地域行事の維持が難しくなり、地域のつながりや相互扶

助機能の低下が懸念される。
今後は、地域活動の負担軽減、デジタル活用、多様な主体の参画、地域のつながりを支える拠点機能

の充実などにより、地域コミュニティを維持・活性化していく必要がある。

⑥空き家・耕作放棄地の増加と未利用資源の活用
空き家や耕作放棄地の増加により、防災、防犯、景観、環境面への影響に加え、土地や建物の適切な

管理が困難となることや有害鳥獣被害の拡大などが懸念されている。一方で、これらを地域資源として
捉え、移住・定住の促進や地域活動の活性化、産業振興、農林業振興などにつなげながら、有効活用を
図っていくことが求められる。

⑦持続可能な行財政運営
人口減少により市税収入の大幅な増加が見込みにくい一方で、社会保障費の増加に加え、公共施設・

インフラの老朽化への対応、物価高騰や人件費の上昇などにより、財政運営を取り巻く環境は一層厳し
さを増している。限られた財源や人的資源を効果的に活用しながら、施策の優先順位を明確にし、持続
可能な行政サービスの提供を図っていくことが求められる。

①人口の将来見通し
本市の人口は、昭和４０年代以降に急激に増加した後、平成７（１９９５）年の９３，２１６人を

ピークに減少傾向にある。国の資料等に基づく人口推計によると、今後も総人口及び生産年齢人口の
減少が続くことが見込まれる。年少人口及び生産年齢人口の減少は、地域経済や地域活動の担い手不
足、公共サービスの維持、財政運営などに大きな影響を及ぼすことが懸念される。

※人口推計の数値については、最新の推計値に基づき確定する。

②財政の将来見通し
本市は、大規模工場等の立地により、固定資産税などの市税収入が歳入全体に占める割合が高く、

地方交付税への依存度は全国平均と比べて低いことが特徴である。一方で、市税収入への依存度が高
いことから、景気動向や企業業績の影響を受けやすい歳入構造となっている。
また、人口減少や少子高齢化の進行により、今後は市税収入の大幅な増加が見込みにくい状況にある。

歳出面では、人件費や扶助費の増加に加え、高度経済成長期に整備された公共施設・インフラの老
朽化に伴う大規模改修や更新費用の増加が見込まれる。

これらを踏まえると、今後の財政運営は一層厳しさを増すことが想定されることから、後期基本計
画では、施策の優先順位を明確化し、実施計画や予算編成と連動した計画運用を図る必要がある。

なお、財政見通しについては、今後、後期基本計画に位置付ける施策内容や事業規模等の検討とあ
わせて精査する。

人 口 推 計 結 果 掲 載 予 定

財 政 の 将 来 見 通 し 掲 載 予 定



１．計画体系

後期基本計画編

 将来ビジョンの実現に向けた５つの柱に基づき、分野別の施策を体系的に整理する。
 前期基本計画における分野横断的な施策群である「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「戦略的プロジェクト」及び「拠点づくり」を「重点戦略」として整理・統合する。
 重点戦略は、「第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」として位置づける。
 「国土強靱化地域計画」を後期基本計画と一体的に策定し、全ての施策に共通する「防災・減災に関する基本的指針」として位置づける。
 「行財政運営」を計画の策定・推進を支える基盤として位置づけ、限られた経営資源（ヒト・モノ・カネ）を踏まえた実効性・実現性の高い計画を策定し、着実な推進を図る。
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商工業振興

農林業振興

環境共生

観光振興

地域福祉

高齢者福祉

障がい者福祉

保健・医療

スポーツ推進

子育て

学校教育

生涯学習

文化・芸術振興

防災・減災

道路

上下水道

消防・救急

防犯・消費生活・ 交
通安全

移動・公共交通

パートナーシップ

地域コミュニティ

人権・男女共同参画
・多文化共生

シティプロモーション

将来都市像 ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ将来ビジョン

むすぶ ～多様な“むすび”により君津の未来を創る～行動姿勢

将来ビジョンを
実現するための柱

柱１
経済と環境が
調和したまち

柱２
誰もがいきいきと
生活できる
地域共生のまち

柱３
安心して子育て・
子育ちでき学びを
楽しめるまち

柱４
快適で安心して
暮らせるまち

柱５
ともに創る
次世代につながる
まち

施策

令和12（2030）年の人口フレーム ▶ 77,000人

将来デザイン

重点戦略 （ 第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略 ）のイメージ
【基本目標１】 地域経済の活性化と多様な働く場の創出 ～稼ぐ力の強化と好循環の創出～
【基本目標２】 持続可能な生活基盤の確保と地域の維持 ～人口減少社会への適応～
【基本目標３】 人口減少の抑制と若年層の定住促進 ～「住み続けたい・選ばれるまち」の実現～
※３つの基本目標は相互に関連するものであり、施策の優先順位を示すものではない。地域経済の活性化、生活基盤の維持、人口・定住の促進を相互に連動させ、持続可能なまちづくりにつなげる。

コンセプト 市内共通の方向 地区ごとの方向

君津市国土強靱化地域計画 ～防災・減災に関する基本的指針～

基
本
構
想

後
期
基
本
計
画

実 施 計 画 （ 予算編成、行政評価等と連動した事業計画 ）実施計画（各年）

都市基盤・住環境

行財政運営 ～計画の策定・推進を支える基盤～

重点戦略

※今回は、赤枠部分を策定

行財政マネジメント

公共施設マネジメント



２．重点戦略（第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略）

後期基本計画編

３．将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策

重点戦略は、基礎調査で明らかになった本市の構造的課題や、国の「地方創生に関する総合戦略」、
地域未来戦略等の策定動向及び千葉県地域産業成長プランの検討状況を踏まえ、本市が分野横断的に
重点化して取り組む施策群として整理する。

また、重点戦略は、「第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」として位置付ける。なお、
国の地域未来戦略等の策定状況を踏まえ、重点戦略の名称及び内容について必要な調整を行う。

基本目標 国の総合戦略及び本市の構造的課題を踏まえた政策分野別の目標

施策分野  施策の対象とする分野を示す。

基本的方向  施策分野における施策の推進の基本的な方向を示す。

成果指標  施策の成果や達成状況を測るための指標を示す。

現状と課題  施策分野における現状と課題を示す。

地域に期待する
行動

 将来ビジョンの実現に向けて、市民・事業者・地域団体等に期待する
行動や役割を示す。

施策の展開  施策名と主な取組内容を示す。

関連する
重点戦略

 当該施策が重点戦略のどの方向性に関連するかを示す。

関連する
主なSDGｓ

 施策に対応するＳＤＧｓの１７の目標（ゴール）を示す。

基本目標① 地域経済の活性化と多様な働く場の創出 ～稼ぐ力の強化と好循環の創出～

多様で付加価値の高い産業を育成する
とともに脱炭素社会の実現に向けたＧＸ
の推進、魅力ある働く場の確保及び地域
内経済循環の向上を図り、持続的な地域
経済の発展につなげる。

（主な取組の例）
 ＧＸ・ＤＸを契機とした既存産業の競争力強化
 企業誘致、設備投資及び新たな産業立地の促進
 魅力ある働く場の確保と人材の確保・育成
 地場産業の成長促進
 スポーツ・交流を契機とした地域消費の創出
 地元事業者、農産物、飲食・宿泊、観光等との連携促進

基本目標② 持続可能な生活基盤の確保と地域の維持 ～人口減少社会への適応～

人口減少・高齢化の進行を踏まえ、誰
もが安心して暮らし続けられる生活基盤
を確保するとともに、地域拠点機能の充
実や多様な主体による支え合いを促進し、
地域共生社会の実現と持続可能な地域づ
くりを推進する。

（主な取組の例）
 公共交通の再構築・移動手段の確保
 地域コミュニティの維持・活性化
 インフラネットワークの最適化の推進
 地域ごとの特色に応じた地域拠点機能の充実
 医療・買い物等の生活サービスの維持・確保
 防災・減災対策の推進

基本目標③ 人口減少の抑制と若年層の定住促進 ～「住み続けたい・選ばれるまち」の実現～

働く場の確保と居住・子育て環境の充
実を一体的に進めるとともに、スポー
ツ・交流資源を活用したまちの魅力向上
や子ども・若者のスポーツ環境の充実を
通じ、若年層の定住促進や関係人口の創
出につなげる。

（主な取組の例）
 若年層向け雇用の創出
 子育て・教育環境の充実
 スポーツを核とした交流人口の拡大と健康増進
 定住の促進、関係人口の創出・拡大
 シティプロモーションの推進
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（１）重点戦略の位置づけ

（３）重点戦略の方向性

（２）重点戦略の主な構成

重点戦略は、第３期君津市まち・ひと・しごと創生総合戦略として、次の構成により整理する。

重要目標達成指標(ＫＧＩ) 基本目標の達成度を測る指標

基本的方向 基本目標の実現に向けた施策展開の方向性

具体的な施策 基本目標を実現するため、基本的方向を踏まえ行政が実施する施策

重要業績評価指標(ＫＰＩ) 具体的な施策の進捗や成果を測定する指標

関連する
主な個別計画

 施策に関連する主な個別計画を示す。

関連する
横断的視点

 国土強靱化やデジタル・AI活用など、分野横断的な視点との関連を示す。

（１）施策分野の主な構成

※ＫＧＩ及びＫＰＩについては、基本計画上の成果指標と整合を図りながら設定する。

各分野の施策の方向性を「将来ビジョンを実現するための柱」ごとに整理する。

柱１
経済と環境が
調和したまち

柱２
誰もがいきいきと
生活できる
地域共生のまち

柱３
安心して子育て・
子育ちでき学びを
楽しめるまち

柱４
快適で安心して
暮らせるまち

柱５
ともに創る
次世代につながる
まち

計画期間中に予定されているボールパークの整備や内みのわ運動公園のリニューアル等については、
交流人口の拡大、地域経済の活性化、子ども・若者の成長、健康増進等につなげる、重点戦略を横断す
る牽引的取組として位置付ける。



３．将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策

後期基本計画編
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＜前期基本計画からの主な再編イメージ＞
 「3-5多文化共生」を「5-3人権・男女共同参画」に統合し、「5-3人権・男女共同参画・多文化共生」とする。
 施策分野名の一部を変更する。（「2-3障害福祉」→「2-3障がい福祉」、「4-6移動」→「4-6移動・公共交通」、「4-7都市創造・住まい」→「4-7都市基盤・住環境」）

（２）柱ごとの主な施策分野

将来ビジョンを実現するための柱
1-1 商工業振興 1-1 商工業振興
1-2 農林業振興 1-2 農林業振興
1-3 環境共生 1-3 環境共生
1-4 観光振興 1-4 観光振興
2-1 地域福祉 2-1 地域福祉
2-2 高齢者福祉 2-2 高齢者福祉
2-3 障害者福祉 2-3 障がい者福祉 名称変更
2-4 保健・医療 2-4 保健・医療
2-5 スポーツ推進 2-5 スポーツ推進
3-1 子育て 3-1 子育て
3-2 学校教育 3-2 学校教育
3-3 生涯学習 3-3 生涯学習
3-4 文化・芸術振興 3-4 文化・芸術振興
3-5 多文化共生
4-1 防災・減災 4-1 防災・減災
4-2 道路 4-2 道路
4-3 上下水道 4-3 上下水道
4-4 消防・救急 4-4 消防・救急
4-5 防犯・消費生活・交通安全 4-5 防犯・消費生活・交通安全
4-6 移動 4-6 移動・公共交通 名称変更
4-7 都市創造・住まい 4-7 都市基盤・住環境 名称変更
5-1 パートナーシップ 5-1 パートナーシップ
5-2 地域コミュニティ 5-2 地域コミュニティ
5-3 人権・男女共同参画 5-3 人権・男女共同参画・多文化共生 統合
5-4 公共施設マネジメント 5-4 公共施設マネジメント
5-5 シティプロモーション 5-5 シティプロモーション
5-6 行財政マネジメント 5-6 行財政マネジメント

【安全安心、都市基盤】
柱４
快適で安心して暮らせるまち

【パートナーシップ、人権・行財政】
柱５
ともに創る次世代につながるまち

前期基本計画 後期基本計画
【経済、環境】
柱１
経済と環境が調和したまち

【健康、福祉】
柱２
誰もがいきいきと生活できる
地域共生のまち

【子育て、教育、文化】
柱３
安心して子育て・子育ちでき
学びを楽しめるまち



国土強靱化地域計画編

１．総論

（１）策定の趣旨及び位置づけ
 国土強靱化とは、あらゆる大規模自然災害を見据え、最悪の事態を回避するとともに、被害を最小

限に抑え、迅速な復旧・復興につなげるため、平時から災害に強い地域づくりを進める考え方であ
る。

 国土強靱化地域計画は、国土強靱化基本法第１３条に基づき、災害に強いまちづくりを推進するた
めの計画である。基本構想の実現に向け、防災・減災の観点から行政全般に関わる基本的な方針と
して、後期基本計画と一体的に策定し、国土強靱化の考え方を各施策に横断的に反映する。

（２）計画期間と進行管理
 後期基本計画と同じく、令和９年度から令和１２年度までの４年間とする。
 なお、社会経済情勢の変化、新たな脅威の発生、災害リスクの変化などがあった場合には、計画期

間中であっても、必要に応じて見直しを行う。
 進行管理は、後期基本計画の進行管理と一体的に行うものとし、関連する施策及び指標を活用しな

がら、取組の進捗状況を把握する。

（３）策定の進め方
国及び県の国土強靱化計画、本市の地域特性、災害リスクを踏まえ、次の手順により計画を策定

する。

① 国・県計画及び本市の地域特性・災害リスクの確認

② リスクシナリオの設定

③ 現行施策及び前期基本計画の取組状況の棚卸し

④ 脆弱性の分析・評価

⑤ 対応の方向性及び具体的施策の整理

⑥ 後期基本計画の各施策との対応付け

⑦ 進行管理

２．基本目標

本市の地域特性や国の国土強靱化基本計画等を踏まえ、以下の４つを基本目標として強靱化を推進する。

４．リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）
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３．事前に備えるべき目標

＜掲載イメージ＞
４つの基本目標を基に備えるべき目標として、次の６つを定める。
※国の国土強靱化基本計画（令和５年７月改正）にあわせて、８項目から６項目に再編する。

いかなる大規模自然災害が発生しようとも
① 人命の保護が最大限図られること
② 市及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること
③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること
④ 迅速な復旧復興が図られること

① 直接死を最大限防ぐ ① あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ

②
迅速な救助・救急、医療活動等の体制整備及び、
被災者等の健康・避難生活環境を確保する

②
迅速な救助・救急､医療活動等の体制整備及び、被
災者等の健康・避難生活環境を確実に確保するこ
とにより、関連死を最大限防ぐ

③ 必要不可欠な行政機能は確保する ③ 必要不可欠な行政機能は確保する

④
必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保
する

④ 経済活動を機能不全に陥らせない

⑤ 経済活動を機能不全に陥らせない ⑤
情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供
給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限
に留めるとともに、早期に復旧させる

⑥
ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネット
ワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期
に復旧させる

⑥
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復
興できる条件を整備する

⑦ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない
旧計画の⑦は新計画の①~⑥すべてに関連

⑧
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復
興できる条件を整備する

事前に備えるべき目標（旧） 事前に備えるべき目標（新）

５．脆弱性の分析・評価と対応の方向性

＜掲載イメージ＞
リスクシナリオについて、脆弱性の分析・評価を実施し、対応の方向性を整理する。

６．リスクシナリオと基本計画における施策の対応

＜掲載イメージ＞
５．脆弱性の分析・評価と対応の方向性を踏まえ、基本計画の各分野に位置づけた施策を推進する

ことで、国土強靱化を推進する。
また、リスクシナリオと基本計画の各分野に位置づけた施策との対応を示す。

＜掲載イメージ＞
国土強靱化基本計画及び千葉県国土強靱化地域計画を参考に、本市の地域特性を踏まえ、リスクシ

ナリオとして「起きてはならない最悪の事態」を整理する。


